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① 分譲状況タイプ A（＝竣工よりも後に分譲開始） 

大手デベロッパー（JV 含む）が売主である

新築マンションの場合、分譲進捗率は戸数

規模に関係なく直近にかけて大幅に低下し

ている。大手デベロッパー以外の場合、目

立った低下はなく、2020 年代の前半におい

ても総じて 90％前後と非常に高い進捗率を

示すなど、第 1 期の分譲進捗率における傾

向は売主の資金力と概ね反比例している。

また、大手デベロッパーが手掛ける物件で

は戸数規模を問わず 100 日を大幅に超え

るまで長期化が進んでいるのに対して、大

手デベロッパー以外の場合では直近にお

いても 20 日～50 日程度に留まっている。こ

ちらはむしろ売主の資金力に比例する形と

なっており、同じ販売スタイルであっても大

手デベロッパーの方がその資金力を生かし

てじっくりと販売している様子が窺える。 

 

② 分譲状況タイプ B（＝竣工以前に分譲開始＆最終分譲） 

大手デベロッパーが売主である新築マンシ

ョンにおける分譲進捗率は低下傾向を示し

ているが、「50 戸未満」と「50 戸～99 戸」は

直近においても 50％以上の水準を維持し

ている。一方、大手デベロッパー以外の場

合では非常に高い水準を保ち続けており、

販売活動の出だしでほとんどの住戸を分

譲していたことがわかる。また、大手デベロ

ッパーが手掛ける物件では直近にかけて

分譲期間が長期化しているのに対して、大

手デベロッパー以外の場合ではここ 20 年

間に渡って「50 戸未満」で 20 日前後、「50

戸～99 戸」で 50 日前後、「100 戸以上」で

100日前後と安定している。中小・専業デベ

ロッパーでは早期の資金回収が必要なた

め、大半の住戸を第 1 期で分譲するととも

に限られた期間での完売を目指している様

子が確認できる。 

東京カンテイ、売主や分譲状況タイプ別に新築マンションの分譲進捗率や分譲期間を分析 

首都圏では“竣工後も分譲継続”の竣工時進捗率が 70％前後に収斂 

売主や戸数規模に関係なく共通、分譲期間が長期化する中で開始時期は前倒しされる傾向 
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前述した 2 つの販売スタイルとは異

なり、「タイプ C」（＝竣工以前に分

譲開始＆竣工より後も分譲継続）で

はむしろ戸数規模による違いの方

が鮮明となっているようだ。竣工し

た後も分譲継続する販売スタイルに

おいては第 1 期の分譲進捗率自体

さほど高い水準にはなっておらず、

大手デベロッパーが売主である新

築マンションにおいては対象期間を

通じて 40％程度で安定し、戸数規

模が大きいほど幾分か低い水準と

なっている。また、大手デベロッパ

ー以外の場合でも同様の傾向を示

しており、「タイプ A」や「タイプ B」で

の傾向とは一線を画している。“持

久戦的な販売”が為されている物件

は比較的高い資金力を有する準大

手デベロッパーによっても手掛けら

れているケースが多いため、売主に

関係なく分譲進捗率が似通ったも

のになったと推察される。この傾向

は分譲進捗率（竣工時）でも同様で

あり、こちらは売主・戸数規模に関

係なく竣工時には住戸の 70％程度

を販売しているという共通点が認め

られる（これらの特徴は他の都市圏

でも見られる）。 

また、分譲期間の平均日数（分譲開

始→最終分譲）を見てみると、直近

にかけて長期化している点は大手

デベロッパー・大手デベロッパー以

外とも変わっておらず、戸数規模に

応じてより長くなる傾向にある。竣

工を境としたそれぞれの平均日数

を見る限り、竣工後の分譲期間だ

けが長期化しているわけではなく、

分譲開始が竣工時点よりもかなり

早い時期に前倒しされてきている様

子が確認できる。 

③ 分譲状況タイプ C（＝竣工以前に分譲開始＆最終分譲） 


